
様　式　イ

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書

19 年 度 以 降 の 方 向 性 ・ 事 業 の 予 定
平成１６年度より２年間で段階的に年齢要件を引き下げ、年齢要件を撤廃した。今後は、制度の安定した運営を行っていく必要があ
る。

施策体系ｺｰﾄﾞ 2-3-2 事 業 名

事

業

内

容

（
量

･

場

所

･

規

模

等

）

児童移動介護の対象年齢拡大

保健福祉局保健福祉部障がい福祉課　庄中・油井　(211-2936)

全　　体　　計　　画　　(　　当　　初　　)

担 当

事

業

内

容

１５年度　１５歳以上１８歳未満
→１６年度
小学生以上１８歳未満
→１７年度　０歳以上１８歳
→１８年度　平成１８年１０月以降は、障害者自立支援
法に基づく地域生活支援事業の移動支援事業として
引き続き年齢要件を撤廃し事業実施。

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞　児童の移動介護は屋外での移動に著しい制限のある１８歳未満の全
身性障がい児、視覚障がい児、知的障がい児に対して、外出の際の介
護を行うものであり、支援費制度において新たに設けられたサービスで
ある。
　本市では障がい児を対象とした移動介護が支援費制度の施行を契
機とした新規の事業であったことから、サービス提供基盤等を総合的
に勘案し、１５歳以上を対象にスタートした。しかし、対象年齢の拡大が
強く求められていることから、平成17年度までに年齢制限を撤廃する。

平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
単独では外出が困難な６歳以上の障がい児（未就学児童を除
く）を移動介護の対象とした。

平成17年４月から、年齢要件を撤廃し事業実施。

平 成 18 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ）
引き続き年齢要件を撤廃し事業実施。

事

業

内

容

（
量

･

場

所

･

規

模

等

）

評    価　(　成　果　）

課    題

段階的に年齢要件を拡大してきた。

新制度の定着を図る必要がある。



様　式　イ

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書
（単位：千円）

2-3-2

計

219,000

項  目

事　　業　　費　　の　　推　　移

事 業 名 児童移動介護の対象年齢拡大施策体系ｺｰﾄﾞ

109,500
0
0

109,500
696,039
408,243

0
0

287,796

18 年 度

74,743
37,372

0
0

37,371
266,117
193,282

0
0

72,835

17 年 度

75,447
37,723

0
0

37,724
260,946
130,473

0
0

130,473

16 年 度

68,810
34,405

0
0

34,405
168,976
84,488

0
0

84,488

国 ･ 道 支 出 金

事 業 費

財

源

内

訳

計　画 市 債

そ の 他

一 般 財 源

実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

［全   体］［16年度］［17年度］［18年度］

当初の計画で想定していたよりも、多くの需要があったため。

18 年 度 末
( 目 標 )

国 ･ 道 支 出 金

事 業 費

財

源

内

訳

市 債

そ の 他

一 般 財 源

主　な　施　設、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

18 年 度 末
( 実 績 )

17 年 度 末
( 実 績 )

16 年 度 末
( 実 績 )

15 年 度 末
( 現 状 )

項　　　　　　目

利用実人員（年度末） 37 308 523 659

予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計

児童障害居宅介護事業費（一部） 経常 枠内外

介護給付費（一部） 経常 枠内

移動支援費（一部） 経常 枠内

計

168,976

168,976

260,946

260,946

25,213

139,851

101,053

266,117

455,135

139,851

101,053

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

－

－

0

0

0

0

696,039

進 捗 率 ( ％ )

－
－
－
－
－

317.8
－

－


